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 事 業 名  事 業 区 間  総事業費   約５億円  
 事業種目 

  
中山間総合整備 
  中山間地域総合整備事業 青垣地区  内用地補償費 0.2億円 

 所  在  地  事業採択 
 予定年度 

 着工予定 
 年  度 

 完成予定 
 年  度 

氷上郡青垣町  Ｈ１７  Ｈ１７  Ｈ２１ 

 事 業 目 的 事 業 内 容 
中山間地域の持つ食料の供給機能や保養など多

面的機能を保全し、定住を促進するため、農業生産

基盤・生活環境の整備を早急に進めるとともに、地

域住民の活性化への取り組みを支援する。 
 
※青垣町 特定農山村法（町全域） 
     山村振興法（遠阪村、神楽[しぐら]村）
事業主体：青垣町 

１．生産基盤 
 （用水ポンプ改修 ５箇所） 

（国55% 県12% 町・地元33%）
２．生活環境基盤 
 （集落道舗装 L=1.3km） 

（国55% 県7% 町・地元38%）
３．交流基盤 
 （直売施設駐車場整備A=0.4ha、棚田オーナー
交流施設A=0.3ha、自転車道L=2.9km） 

（国55% 県1% 町・地元44%）
４．鳥獣害防止柵 
 （鳥獣害防止柵 L=26.0km） 

（国55% 県7% 町・地元38%）

 評価視点  評価結果の説明 

 (1)必要性 
 
 
 
 
 
 (2)有効性・効率性 
 
 
 
 
 
 
 (3)環境適合性 

 

 

 

(4)優先性 
 

 

青垣町では加古川源流の豊かな自然と田園空間を活かして、少年自然の家、

体験農園、いきものふれあいの里など都市と農村の交流による定住人口の増加

と地域活性化に取り組んでいる。このため、多彩な都市農村交流などの地域活

動と連携しながら本事業を実施し、多自然居住のまちづくりを推進する。 

 

 

 事業実施により、主に下記の効果が期待できる。 
① 鳥獣害防止柵設置による農作物被害の軽減。（対象面積 176ha） 
② 棚田オーナー交流施設整備による都市農村交流の促進（23区画⇒51区画） 
③ 駐車場拡張による直売所利用者の増加。（年間利用者120,000人⇒180,000人）
    費用便益比Ｂ／Ｃ＝１．３８ 
 
 
① 棚田オーナー交流施設の管理休憩室は既存施設を活用し、青垣町産木材を利用

して改装する。 
②鳥獣害防止柵については、農村景観を阻害する区間は間伐材を利用する。 
 
 
北近畿豊岡自動車道開通（H18）により阪神間との時間距離が大幅短縮するこ

とから、多自然居住地域としての更なる魅力の向上を図り、阪神間の都市住民を

地域の農業や農村を支える人材として確保する必要がある。また、鳥獣害被害は

農家の生産意欲を減退させており、その対策は急務である。 

 




